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道内景気は、基調として緩やかに回復しているが、北海道胆振東部地震による下押し圧力

がみられる。生産活動は弱含みとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動

きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資は弱含みで推移している。設備投

資は持ち直しに一服感がみられる。公共投資は、減少している。輸出は、基調として持ち直

している。観光は、地震の影響により外国人入国者数が２８か月ぶりに前年を下回った。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、２２か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～４か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１０月の景気

の現状判断DI（北海道）は５．７ポイント上回

る４１．８と上昇した。横ばいを示す５０を９か月

連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．５ポイント上回る５０．７となり、横ばいを

示す５０を２か月ぶりに上回った。

９月の鉱工業生産指数は８６．０（季節調整済

指数、前月比▲８．１％）と４か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲１１．３％と２か

月連続で低下した。

業種別では、パルプ・紙・紙加工品工業等

１２業種が前月比低下した。一般機械工業等４

業種が前月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2018.11.19 18.31.10  Page 1 
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％

987654322018/11211102017/9

500

300

200

100

0 -100

-40

80

20

400 140

200

５．札幌ドーム来場者～２か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．６％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲９．９％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋４．６％）

は、４か月連続で前年を上回った。品目別で

は衣料品、身の回り品は前年を下回ったもの

の、飲食料品、その他は前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．１％）

は、２か月連続で前年を上回った。

９月の乗用車新車登録台数は、１５，５６４台

（前年比▲６．６）と２か月連続で前年を下回っ

た。車種別では、普通車（同▲１．４％）、小型

車（同▲１０．８％）軽乗用車（同▲７．７％）と

なった。

４～９月累計では、９１，９８０台（前年比

▲４．０％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲４．５％）、小型車（同▲６．１％）、軽

乗用車（同▲０．８％）と全車種で前年を下

回った。

９月の札幌ドームへの来場者数は、２９０千

人（前年比▲１７．９％）と２か月連続で前年を

下回った。内訳は、プロ野球２１３千人（同

▲２８．４％）、サッカー７０千人（同９０．１％）、

その他が７千人（同▲６３．０％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2018.11.19 10.37.40  Page 2 



持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２月かぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～５か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～６か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

９月の住宅着工数は３，１５３戸（前年比

▲１３．７％）と２か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１５．７％）、貸

家（同▲１８．４％）、給与（同▲２８．４％）、分譲

（同＋３５．９％）となった。

４～９月累計では２０，６８１戸（前年比

▲４．９％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲３．１％）、貸家（同▲５．５％）、

給与（同▲９．５％）、分譲（同▲６．８％）と

なった。

９月の民間非居住用建築物着工面積は、

１９７，２４９㎡（前年比▲１８．１％）と５か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋１７１．７％）、非製造業（同▲２７．９％）であっ

た。

４～９月累計では、１，０８９，５５８㎡（前年比

▲１８．４％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲４．１％）、非製造業（同

▲１９．９％）といずれも前年を下回っている。

１０月の公共工事請負金額は４５９億円（前年

比▲５．８％）と６か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同＋１７．０％）、独立行

政法人（同＋３２２．３）が前年を上回った。北

海道（同▲１５．５％）市町村（同▲１４．０％）、

その他（同▲１４．９％）が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2018.11.19 18.09.37  Page 3 



航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％
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９．来道者数～２か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）

%千人

その他港湾函館空港旭川空港新千歳空港 前年比（右目盛）
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１０．外国人入国者数～２８か月ぶりに減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

９月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０１７千人（前年▲２２．１％）と２か月ぶ

りに前年を下回った。輸送機関別では、JR

（同▲２７．６％）、航空機（同▲２３．１％）、フェ

リー（同▲２．８％）となった。

４～９月累計では、７，１６６千人（同▲３．８％）

と前年を下回っている。

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９１，１３５人（前年比▲２４．０％）と２８か月ぶ

りに前年を下回った。４～９月累計では、

８７１，０９９人（同＋１１．４）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が７６，６７４人

（前年比▲２７．６％）、旭川空港が１，４９９人（同

▲２５．４％）、函館空港が６，４５９人（同▲６．０％）

だった。

９月の貿易額は、輸出が前年比１．９％減の

２８５億円、輸入が同４．４％減の８７３億円だっ

た。

輸出は、一般機械、石油製品、自動車部品

などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、その他の雑製

品などが減少した。

輸出は、４～９月累計では２，００４億円（前

年比＋７．４％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2018.11.16 09.33.21  Page 4 



有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～２２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２２倍（前年比＋０．０７ポイント）と１０４

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲８．６％と６か月ぶ

りに前年を下回った。業種別では、卸売業、

小売業（同▲１３．４％）、宿泊、飲食サービス

業（同▲１７．７％）、サービス業（同▲１１．７％）、

建設業（同▲８．５％）などが減少した。

１０月の企業倒産は、件数が１５件（前年比

▲２５．０％）、負債総額が２４億円（同▲３６．５％）

だった。件数は２か月連続で下回った。

業種別では建設業、小売業が各４件、サー

ビス・他が３件などとなった。

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．５（前月比＋０．２％）となっ

た。前年比は＋１．８％と、２２か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１０月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は一部の商品を除き、おおむね安定してい

る。石油製品の価格は調査基準日（１０月１０

日）時点で灯油及びガソリン価格は値上がり

となった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号
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7 ～ 9 月特別調査1～ 3月特別調査
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１．雇用の現状〈図１〉

・雇用人員判断DI（△６６、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同

期比±０となった。

人員が「不足」と回答した企業の割合

は６９％（前年同期比＋１％）となり、依

然として人手不足感が強い状況が続いて

いる。

２．人手不足対応等〈表４〉

（１）今年度以降の人手不足対応策

「中途採用強化」（５９％）、「業務の効率

化を進める」（４５％）、「新卒採用の強化」

（４０％）が上位を占めている。また、「定

年延長や再雇用等による雇用延長」

（３３％）、「省力化投資」（１９％）が、それ

ぞれ前年比５ポイント上昇した。

（２）今後の雇用方針〈図３〉〈表５〉

雇用方針DI（＋５８、「増員する企業の

割合」－「減員する企業の割合」）は前

年同期比１ポイント上昇。

製造業（５１％）は前年比７ポイント上

昇。非製造業（６０％）は前年比２ポイン

ト低下した。

特別調査

強い人手不足感の中、「雇用延長」や「省力化投資」による対応が増加
道内企業の雇用の現状と人手不足対応等について

Ⅰ．雇用の現状と人手不足等の対応について＜要約＞

〈図１〉従業員の過不足感（雇用人員判断DI）

雇用人員判断DI

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感〈表１〉 卸売業（△５２）で１５ポイント、木材・木製品（△５６）で１２ポイントと前
年比悪化。

�職種別の過不足感〈表２〉 一般事務（△１２）は前年比２ポイント良化するが、他職種は前年並みで
不足感は続いている。

�地域別の過不足感〈表３〉 全ての地域で前年並みで不足感は強いが、特に道北地方（△７５）は不足
感が強い。

（n＝４１３） （単位：％）

札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

５ ３ ３ ４ ３

（－） （－） （－） （－） （－）

（５） （３） （３） （４） （３）

２９ ２５ ３５ １８ ３０

６７ ７２ ６３ ７９ ６７

（５７） （５９） （５５） （５８） （５６）

（１０） （１３） （８） （２１） （１１）

△６２ △６９ △６０ △７５ △６４

△６６ △６４ △５９ △７３ △６６

（n＝４１３） （単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技能職 その他

� 過 剰 ８ ３ ２ ２

（かなり過剰） （－） （１） （－） （－）

（やや過剰） ８ ２ ２ （２）

� 適正である ７３ ４９ ３２ ６４

� 不 足 １９ ４８ ６７ ３５

（やや不足） （１９） （４１） （５４） （２６）

（かなり不足） （１） （７） （１３） （９）

雇用人員判断DI�－� △１２ △４５ △６５ △３３

前年同時期 雇用人員判断DI △１４ △４５ △６５ △３２

１．雇用の現状

〈表３〉地域別の過不足感
（雇用人員判断DI）〈表２〉職種別の過不足感（雇用人員判断DI）

（n＝４１３） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ４ ６ ３ ０ ５ １５ ３ ５ ５ ０ ０ ０ ２

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （４）（６）（３）（－）（５）（１５）（３）（５）（５）（－）（－）（－）（２）

� 適 正 で あ る ２７ ３３ ４３ ４４ ２５ ２７ ２５ ９ ３８ ４０ ２４ ２１ ２０

� 不 足 ６９ ６１ ５４ ５６ ７０ ５８ ７３ ８６ ５７ ６０ ７６ ７９ ７８

（や や 不 足） （５７）（４８）（４３）（５０）（５５）（４２）（６１）（７１）（５２）（４８）（６２）（６３）（６７）

（か な り 不 足） （１２）（１３）（１１）（６）（１５）（１５）（１２）（１５）（５）（１２）（１５）（１６）（１１）

雇用人員判断DI�－� △６６ △５５ △５１ △５６ △６５ △４２ △７０ △８１ △５２ △６０ △７６ △７９ △７６

前年同時期 雇用人員判断DI △６６ △５６ △５５ △４４ △６６ △４７ △７０ △８３ △３７ △６４ △７７ △９６ △７４

〈表１〉業種別の過不足感（雇用人員判断DI）

特別調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：雇用の現状と人手不足の対応等について
回答期間：２０１８年８月中旬～９月上旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割合」

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�中途採用強化
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
５９ ５２ ５６ ２９ ５７ ５４ ６２ ７２ ５４ ５１ ６３ ６８ ６１
（５４） （４４） （３７） （４６） （４４） （５９） （５８） （６３） （５２） （５４） （７３） （５８） （５２）

�業務の効率化を進める
② ② ② ① ② ① ② ③ ② ③ ② ③ ②
４５ ４８ ４４ ５７ ４３ ５４ ４３ ４０ ４９ ３６ ５３ ４２ ４４
（４５） （５１） （５６） （５５） （４１） （５３） （４３） （３７） （４８） （４２） （３９） （５４） （４５）

�新卒採用強化
③ ③ ② ② ③ ③ ② ③ ③
４０ ４０ ２８ ４３ ４３ ５０ ４０ ５５ ３９ ３２ ２５ ３２ ３４
（４０） （３０） （２４） （３６） （３８） （２４） （４３） （６１） （３４） （４６） （２４） （４２） （３５）

�募集賃金を引き上げる
④ ② ② ③
３４ ３６ ３８ ２１ ３８ ３８ ３３ ２７ ３３ ３８ １９ ６３ ３４
（３１） （２６） （３２） （１８） （２９） （１２） （３２） （３３） （２３） （４２） （１５） （５０） （３６）

�定年延長や再雇用等によ
る雇用延長

⑤ ③
３３ ３０ ３４ ２９ ２７ ２９ ３４ ４０ ３０ ２８ ５０ ３２ ２２
（２８） （２１） （１７） （４６） （２１） （１８） （３１） （３９） （２６） （２１） （４２） （２５） （２８）

�採用対象の拡大 ２５ ２２ ２８ ７ ２７ １７ ２６ ３２ １８ ２８ ２５ ３２ ２０
（２４） （２４） （３２） （９） （２９） （６） （２４） （２９） （１８） （２１） （３０） （２１） （２６）

�募集時の処遇・労働条件
を改善

２５ １９ ２５ １４ １９ １３ ２７ ２８ １６ ３２ ２８ ３２ ３２
（２２） （１６） （２７） （１８） （９） （０） （２４） （２１） （２６） （２３） （２７） （２９） （２１）

	社内人材の多能工化
③

２２ ２７ １９ ３６ ３５ ２１ ２０ １９ ２８ １３ ９ ２６ ２２
（１９） （２１） （１２） （２７） （３２） （１８） （１９） （１７） （１８） （１５） （１８） （２１） （２６）


省力化投資を行う
③

１９ ２８ ４１ ２９ ２４ １７ １６ １７ １２ １５ １９ ２６ １５
（１４） （１８） （１７） （３６） （１５） （１８） （１３） （１６） （８） （１３） （１２） （１７） （１２）

�非正社員から正社員への
登用

１６ １５ １３ ０ １１ ３３ １６ ８ ７ ２６ １３ ４２ ２７
（１７） （１４） （２０） （２７） （６） （６） （１８） （１１） （８） （３１） （１５） （３３） （２２）

�社内人材を再教育・再配
置

１４ １３ ６ １４ １９ １３ １５ ８ ２５ １７ ６ ２６ １５
（１６） （１６） （１０） （２７） （１５） （２４） （１６） （１２） （２６） （８） （１８） （２１） （１６）


社内人材を配置転換 １０ １０ ９ １４ １４ ４ １０ ４ １１ １９ ６ ２１ ７
（１０） （１１） （１０） （９） （６） （２４） （９） （４） （５） （１７） （３） （２１） （１４）

�周辺業務の外部委託化 １０ ９ ２２ ７ ５ ０ １０ ８ １６ ６ ９ ５ １０
（９） （７） （１２） （０） （０） （１２） （９） （１０） （１０） （８） （１２） （１３） （７）

�非正社員の活用 ６ ８ ９ ０ ８ １３ ５ ２ ５ ６ ０ ５ １２
（６） （７） （１２） （０） （０） （１２） （６） （６） （５） （８） （３） （４） （９）

�事業の縮小・見直し ４ ２ ６ ０ ０ ０ ５ ４ ７ ６ ３ １１ ０
（５） （５） （１０） （０） （３） （０） （５） （０） （０） （１７） （３） （４） （７）

�既存人材の時間外労働を
増加

３ ２ ０ ０ ０ ８ ４ ２ ２ ２ ３ ２１ ２
（６） （７） （５） （０） （１２） （６） （６） （５） （５） （８） （６） （１３） （５）

�出産・育児等による離職
者の呼び戻し・優先採用

２ ２ ３ ０ ０ ４ ３ ０ ４ ４ ６ ０ ２
（２） （２） （２） （０） （０） （６） （１） （０） （２） （２） （３） （４） （０）

�その他 ２ １ ０ ０ ３ ０ ２ １ ４ ２ ３ ０ ０
（３） （３） （５） （０） （３） （０） （３） （２） （２） （４） （０） （４） （３）

（ ）内は前回調査

２．人手不足対応等
（１）今年度以降の人手不足対応策
〈表４〉今年度以降の人手不足対応策（複数回答）
（n＝３８８） （単位：％）

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４１５ １００．０％
札幌市 １５５ ３７．３ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９３ ２２．４
道 南 ４０ ９．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １３．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７０ １６．９ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ４１５ ５９．１％
製 造 業 １９７ １１８ ５９．９
食 料 品 ６８ ３５ ５１．５
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １７ ５１．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ４０ ６６．７
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２６ ７２．２
非 製 造 業 ５０５ ２９７ ５８．８
建 設 業 １３８ ８６ ６２．３
卸 売 業 １０５ ６１ ５８．１
小 売 業 ９３ ５２ ５５．９
運 輸 業 ５３ ３４ ６４．２
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １９ ５４．３
その他の非製造業 ８１ ４５ ５５．６

業種別回答状況

特別調査

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号
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△5

（n＝２３４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９３ ８９ ６８ ８６ １００ １００ ９４ ９８ ８６ １００ ９６ ８２ ９２
（９６）（９４）（８３）（１００）（１００）（１００）（９７）（９８）（１００）（９６）（１００）（８６）（９２）

�パート・アルバイト ３１ ４８ ７４ ２９ ３０ ５０ ２５ １２ ２９ ４２ １３ ８２ ３２
（２９）（３３）（５６）（１４）（１９）（３８）（２７）（１１）（１９）（５４）（１５）（５０）（４３）

�派遣社員 ５ ８ ５ － ９ １７ ３ ３ ４ － － ２７ －
（５）（９）（１１）（－）（１０）（１３）（４）（６）（－）（４）（－）（１４）（３）

（ ）内は前年調査

（項 目） 要 点

�今後の雇用方針 〈表５〉
食料品製造業（＋５１）が前年比１２ポイント上昇。建設業、ホテ
ル旅館業の上昇続く。

�雇用形態 〈表６〉
「正社員」（＋９３）は前年比３ポイント減少、パート・アルバイ
ト（＋３１）は前年比２ポイント上昇。

（２）今後の雇用方針

〈表６〉増員分の雇用形態（複数回答）

〈図３〉今後の雇用方針（雇用方針DI）

今後の雇用方針DI

（n＝４１２） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ５９ ５４ ５７ ４４ ５８ ５０ ６１ ７８ ５１ ３７ ７３ ６８ ５９
（５９）（４７）（４４）（３９）（５８）（４２）（６３）（７５）（４８）（５３）（７７）（６３）（６４）

�現状維持とする ４０ ４４ ３７ ５６ ４３ ４６ ３８ ２１ ４８ ６２ ２７ ３２ ４１
（３９）（５０）（５１）（６１）（４２）（５３）（３６）（２５）（５０）（４３）（２３）（３８）（３４）

�人員を削減する １ ３ ６ － － ４ １ １ ２ ２ － － －
（２）（３）（５）（－）（－）（５）（１）（－）（２）（４）（－）（－）（２）

雇用方針DI�－� ５８ ５１ ５１ ４４ ５８ ４６ ６０ ７７ ４９ ３５ ７３ ６８ ５９

前年同時期 雇用方針DI ５７ ４４ ３９ ３９ ５８ ３７ ６２ ７５ ４６ ４９ ７７ ６３ ６２
（ ）内は前年調査

〈表５〉今後の雇用方針

特別調査
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今回の調査では、道内企業の人手不足対応（複数回答）として５９％の企業が「中途採用強

化」をあげました。また、「募集賃金の引上げ」「雇用の延長」「労働条件の改善」「人材の多能

工化」「省力化投資」などの回答割合が前年より上昇しており、企業は幅広い対応で人手不足

の克服に取り組んでいます。

以下で、企業から寄せられた生の声をご紹介いたします。

１．製造業

２．建設業

＜食料品製造業＞ 退職した人数を補えてい

ない。現状は期間限定のアルバイトを雇用し

て何とかしのいでいる。

＜飲料・たばこ・飼料製造業＞ 業種・立地

ともにアピールポイントがない。そのため、

採用実績のある学校等に頼らざるを得ない。

そのため、採用よりも設備強化に注力する方

向である。

＜木材・木製品製造業＞ 最近は中・長期の

インターンシップを受入れることによって参

加した学生が高い確率で応募してくれるよう

になった。また、１～２年目での離職率が低

くなってきた。

＜木材・木製品製造業＞ 現在の若い人は、

賃金よりも労働条件を重視している。そのた

め、残業の縮小に取り組んでいるが、時期に

より繁忙となる部門には人が集まりづらい状

況である。また、外国人研修制度も検討して

いるが、いろいろな制限により難しい部分が

ある。

＜金属製品製造業＞ 考え方に偏りがある指

導者への対処やYESマンにならないためのコ

ミュニケーションによりフラットな職場環境

作りを目指している。

＜はん用機械器具製造業＞ 営業や事務の採

用は容易である。現場技術者も採用できてい

る。しかし、設計技術者は非常に困難な状況

である。新卒は市外・道外への就職希望が強

い。

＜一般土木建築工事業＞ 人手不足であり応

募しても集まらない状況であることから、

ミャンマーからの軽作業員を募集する準備を

している。

＜土木工事業＞ 現在は人手不足であるが、

今後は人口減少や経済規模の縮小が進む事を

勘案すると採用は難しい。

＜職別工事業＞ 若者の意識の中で「建設業

のイメージ」が非常に悪い。原因は「建設業

の基本的なしくみが理解出来ていないこと」

と「現場や工場での作業・管理業務に３Kや

４Kというイメージが根強いこと」と考えて

いる。業界全体で改善に取り組まなければ、

日本のインフラ整備は衰退の一途になりう

る。

＜電気工事業＞ 新卒は非常に苦戦してい

る。UIターンに注力する。

経営のポイント

幅広い対応で人手不足の克服図る
〈企業の生の声〉
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３．卸売業

４．小売業

５．運輸業

６．宿泊業

７．その他非製造業

＜建築材料卸売業＞ 顧客の要望に対応する

ため、配送部門は定時の業務終了が不可能な

状況である。この状況を変えていく必要があ

る。

＜飲食料品卸売業＞ 正社員になり給与から

社会保険（厚生年金）を控除されるなら、ア

ルバイトとして働きたいという若者が多い。

自分が将来年金を受け取ることができるか分

からないと考えている。

＜飲食料品卸売業＞ 最低賃金の上昇でパー

トの労働時間が短くなるのが問題である。

パートの厚生年金加入について検討中であ

る。

＜機械器具卸売業＞ 就職サイトへの掲載を

開始し１名が内定した。今後は内定辞退にな

らぬようフォローをしていく。会社説明会の

時には、休日の日数を基準として就職活動を

する学生が多く見受けられた。

＜自動車小売業＞ 人材（特に女性スタッ

フ）が不足している。また若年層を中心に、

子供と過ごすことを重視する傾向があり、祝

祭日の休日を条件としている女性が多くなっ

ている。

＜その他各種商品小売業＞ 人手不足の特効

薬として賃金の増加は考えられるが、それだ

けでは金の切れ目が縁の切れ目となるので

「やりがい」を軸として待遇面の改善を図っ

ている。

＜一般貨物自動車運送業＞ 業界内で運転手

の引抜き合戦となっており、根本的な人員不

足の改善になっていない。

＜内陸水運業＞ 港湾作業員については慢性

的な人手不足だが、比較的、人的流動性が高

いため、仕事がまわらない状態までには至っ

ていない。一番の問題は船員の確保と協力会

社及び外注先におけるドライバー不足である。

＜旅館・ホテル＞ 特定部門に人員が偏って

いる。特に料飲部門では不足しているという

状況である。社内人材をマルチに活躍できる

様に再教育することが必要となっている。

＜旅館・ホテル＞ 新卒採用については厳し

く、外国人の採用もしているがそれでも不足

している。中途採用は条件の良い企業へ転職

したいと考える傾向が強く退職者が多い。

＜土木・建築サービス業＞ 労働力人口の減

少は見えているため、IT等を活用した効率化

等を行う必要がある。

＜その他技術サービス業＞ 技術者の高齢化

により生産性が落ちている。募集しても応募

がなく、人材派遣会社を利用しているが、紹

介料など費用や人件費が増加している。労働

時間の短縮や計画的な有給休暇の取得にも取

り組んでいるがなかなか難しい。

＜その他娯楽業＞ 正社員の募集はしておら

ず、パートの中から良い人材を正社員へ昇格

させるという方式をとっている。

経営のポイント
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１．外国人の雇用状況について

（１）外国人の雇用の状況について〈表７〉

・「現在雇用中である」（１１％）、「過去に

雇用したことがある」（６％）、「雇用経

験なし」（８３％）と、「雇用経験なし」

が８割を超えている。

・業種別では、ホテル・旅館業の回答の

うち「現在雇用中である」（６５％）が６

割を超え、他の業種に比べ外国人雇用

の比率が突出している。

（２）雇用中の外国人の国籍〈表８〉

・「ベトナム」（４１％）、「中国」（３６％）、以

下「韓国」、「フィリピン」などとなっ

た。

・ホテル・旅館業と小売業で「中国」の

割合が高く、その他の業種では「ベト

ナム」の割合が高くなっている。

（３）外国人を雇用した理由〈表９〉

・「人材不足を補うため」（７０％）、「優秀

な人材がみつかったから」（２８％）、「海

外進出のためのグローバル人材確保・

育成」（１５％）などとなった。

・業種別では、卸売業を除き、「人材不

足を補うため」が首位となっている。

２．今後の外国人の雇用につい
て（現在、雇用していない先）

（４）外国人の雇用を検討する予定につ

いて〈表１０〉

・「予定あり」（１８％）、「予定なし」

（８２％）となった。

・業種別では、ホテル・旅館業の５０％が

「予定あり」と回答。次いで、食料品

製造業（２８％）、小売業（２３％）など

となった。

（５）「外国人の雇用を検討する予定あり」

の理由〈表１１〉

・「人材不足」（６４％）、「多様性を広げた

い、グローバル化」（３３％）、「他社の外

国人を見て」（２２％）などとなった。

・業種別では、製造業の回答のうち「人

材不足」（８４％）が８割を超えたが、非

製造業では「人材不足」（５５％）、「多様

性を広げたい、グローバル化」（４３％）

となった。

・木材・木製品製造業と鉄鋼・金属製品

・機械製造業の全回答先が「人材不

足」を理由に挙げ、ホテル・旅館業の

全回答先が、「多様性を広げたい、グ

ローバル化」を理由に挙げている。

（６）「外国人の雇用を検討する予定なし」

の理由〈表１２〉

・「フォロー、教育が難しそう」（４２％）、

「業務上、外国人の雇用は難しい」

（４１％）、「言葉・文化・宗教の違いに

よる不安」（３８％）などとなった。

・建設業の６７％が、「業務上、外国人の

雇用は難しい」を理由に挙げている。

臨時調査

未雇用先の約２割が、外国人の雇用を検討予定
外国人の雇用について

Ⅱ．外国人の雇用について＜要約＞
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

現在雇用中である １１ １２ ２２ ６ １１ ４ １１ ７ ３ １５ ３ ６５ ９
過去に雇用したことがある ６ ５ ３ ６ ８ － ７ ７ ２ ６ ７ １２ ９
雇用経験なし ８３ ８３ ７５ ８８ ８１ ９６ ８３ ８６ ９５ ７９ ９０ ２３ ８２

〈表７〉外国人の雇用状況について（％）（n＝３９５）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

ベ ト ナ ム ４１ ３９ ４３ １００ ２５ － ４２ １００ － ４３ － １８ ５０
中 国 ３６ ２３ １４ － ２５ １００ ４２ － － ５７ － ７３ ２５
韓 国 ７ － － － － － １０ － － － － ２７ －
フ ィ リ ピ ン ７ １５ ２９ － － － ３ － － － － ９ －
ブ ラ ジ ル － － － － － － － － － － － － －
そ の 他 ３２ ２３ １４ － ５０ － ３６ － １００ ２９ １００ ３６ ５０

〈表８〉雇用中の外国人の国籍（％、複数回答）（n＝４４）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

人材不足を補うため ７０ ７２ ６３ １００ ７１ １００ ６９ ７５ ３３ ６０ １００ ７７ ６３
優秀な人材がみつかったから ２８ １１ － － ２９ － ３５ ２５ ６７ １０ － ７７ １３
海外進出のためのグローバル人材確保・育成 １５ １１ １３ － １４ － １６ １７ ３３ ３０ － － ２５
新市場開拓の糸口として（海外の現地職員等） ８ － － － － － １０ ２５ － － － － ２５
その他 １６ １７ ２５ － １４ － １６ ８ ３３ ３０ ３３ ８ １３

〈表９〉外国人を雇用した理由（％、複数回答）（n＝６７）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

予定あり １８ １９ ２８ １８ ９ ２６ ２２ １５ １５ ２３ １６ ５０ ２０
予定なし ８２ ８１ ７２ ８２ ９１ ７４ ７８ ８５ ８５ ７７ ８４ ５０ ８０

〈表１０〉外国人の雇用を検討する予定はあるか（％）（n＝３４７）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

人材不足 ６４ ８４ ７１ １００ １００ ８３ ５５ ５８ １３ ７８ ８０ ５０ ５０
多様性をひろげたい、グローバル化 ３３ １１ － － － ３３ ４３ ２５ ７５ ２２ ２０ １００ ６３
他社の外国人を見て ２２ ２６ ２９ ３３ － ３３ ２１ ３３ ３８ ２２ － － －
その他 ８ ５ １４ － － － ９ １７ － － ２０ － １３

〈表１１〉「外国人の雇用を検討する予定あり」の理由（％、複数回答）（n＝６３）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

フォロー・教育が難しそう ４２ ５０ ５６ ２１ ５２ ６５ ４１ ４２ ４１ ３７ ４２ ２５ ４４
業務上、外国人の雇用は難しい ４１ ３１ ２８ ４３ ２６ ３５ ４６ ６７ ３０ ５０ ４２ ２５ ２５
言葉・文化・宗教の違いによる不安 ３８ ３６ ３９ ２１ ４２ ３５ ３８ ３８ ４４ ２３ ３５ ２５ ５０
人材が足りている（含む、必要なし） ２３ ２９ ２８ ２９ ２６ ３５ ２１ ６ ３９ ２７ １５ ２５ ２２
これまでに求人への希望なし １６ １６ ２２ １４ １３ １８ １７ １２ ２０ １３ ２７ ５０ １３
会社人事方針（採用は親会社が行う等） ２ ３ － ７ － ６ ２ ２ － ３ － － ３
その他 ３ ８ ６ ７ １０ ６ ２ － － ３ － － ６

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

〈表１２〉「外国人の雇用を検討する予定なし」の理由（％、複数回答）（n＝２８４）

臨時調査
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今回の臨時調査では、外国人未雇用先の２割が今後雇用の検討を予定しているという結果

となりました。一方、雇用を検討する予定なしの回答は８割となっており、主な理由は

「フォロー・教育が難しそう」、「業務上、外国人の雇用は難しい」などが上位を占めまし

た。また、外国人労働者との円滑な関係を築くためには、相互理解と意思疎通が重要である

などの声も聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声をご紹介いたします。

１．製造業 ２．建設業

＜その他食料品製造業＞ 厚生労働省による

外国人実習生の受入に当社の職種が該当して

いない。該当してもらえるように行政などに

働きかけたい。

＜木材・木製品製造業＞ 地元の道南や、道

内の人に集まってほしいと考えているため、

外国人の雇用は考えていない。外国人に否定

的な考えは全くないが、それよりも障害者雇

用等に取り組んでいきたい。

＜金属製品製造業＞ 相手のこと（生活習

慣・価値観・宗教等）に理解を深めた上で、

日本の企業のあり方・自社の経営方針・風土

など丁寧に伝え続けることが大切だと感じて

いる。また現場任せにせず経営者が率先して

関わり、現場の理解を求めることが必要であ

る。

＜窯業・土石製品製造業＞ 外国人雇用者の

採用方法がわからない。

＜一般土木建築工事業＞ ゼネコンに該当す

るため、有資格者を採用あるいは育成する必

要があり、滞在期間５年程度の実習生では対

応できない。期間が長くなった場合には検討

の余地はある。

＜土木工事業＞ 技能実習生の斡旋について

は、賃金や条件等の面で問題となるケースが

あると感じている。

＜土木工事業＞ 外国人へは住居を貸してく

れるところが少ないことが課題である。

＜床・内装工事業＞ 現状は特別な問題はな

い。コミュニケーションについては相手の日

本語力と日本人社員のフラットな対応力で十

分とれている。賃金に対しても雇用契約書内

規の通りで十分に納得している。日常生活に

ついて会社の福利厚生費を利用して会食や誕

生日会などで充実している。

経営のポイント

外国人雇用の円滑化のためには、相互理解と意思疎通が重要
〈企業の生の声〉

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号
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３．卸売業

４．小売業

５．運輸業

６．宿泊業

７．その他非製造業

＜大工工事業＞ 技能実習の制度では、３年

間の研修で人材を育てても、（技術移転等を

目的とした制度のため）その人が再度同じ企

業では働けないルールとなっており、外国人

の雇用には踏み出せない。専門性の高い職種

なので、実習期間が５年に延びても同じと考

える。

＜建築材料卸売業＞ 外国人を雇用すると、

指導のため１名がつきっきりにならなければ

ならない。言語の違いが事故につながる可能

性もあり危険と感じている。

＜その他機械器具卸売業＞ 東南アジア圏で

も英語を公用語にしている国の方とは、コ

ミュニケーションがとりやすいと思う。

＜身の回り品卸売業＞ 海外とのコネクショ

ンは既に持っており、新たに海外の人材を採

用する必要性がない。

＜自動車小売業＞ 自動車整備には資格が必

要であり、採用できる期間が短いと企業とし

ては事業の継続にならず、実習生は技術の習

得が困難であるなど問題が多い。

＜一般貨物自動車運送業＞ 近日中に、イン

ドネシアのバンドンで採用面接を実施予定。

初めての試みとなるが、今後の外国人採用に

向けての第一歩として、ノウハウを蓄積して

いく予定である。

＜内陸水運業＞ 国内船舶運航を含め、港湾

関係の仕事においては、組合との合意内容や

法律による規制などにより外国人の雇用は現

状難しい。

＜旅館・ホテル＞ 一企業では、受入れ実務

に手間がかかり負担が大きい。法律の改正な

どで外国人を受入れやすい環境を整えること

が課題と考える。

＜旅館・ホテル＞ 人数よりも語学力を重視

している。様々な国からお客様が来ており、

英語のみでは対応出来ない。

＜土木建築サービス業＞ サービス業である

ため、言葉の壁があり採用は難しい。新市場

開拓などの目的がなければ当面採用予定はな

い。

経営のポイント

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

TANAKA MEDICAL GROUP

「おじいちゃん・おばあちゃん」の居場所が

必要～精神科医から高齢者医療の道へ

昭和５２年に札幌田中病院を設立。道内における高齢者病院の先駆け的な存在で、老人医療、特に

認知症の治療にまい進。「笑顔絶やさず、優しさ忘れず。」をモットーに、介護施設や高齢者向け賃

貸住宅なども手掛け、医療・福祉サービスの一体的な提供を目指す。今回は、高齢化が進む中での

サービス提供のあり方や人材の確保・育成などについて、理事長にお伺いしました。

理事長 田中 良治 氏

田中良治氏は夕張市出身。

防衛大学校を経て、東邦大学医学部を卒業。

昭和５０年に精神保健指定医。現在は医療法人

タナカメディカルグループ理事長として活躍。

また、著書として『ボケないための１２５章』、

『大往生のための７０章』などがある。

会社概要
企業名：タナカメディカルグループ

住 所：札幌市手稲区西宮の沢４条４丁目

２‐１

ＴＥＬ：０１１‐６８３‐２８８８

E-mail：stnkhp@crocus.ocn.ne.jp

設立（開院日）：昭和５２年１２月

事業内容：病院、介護施設、介護支援施設、

高齢者向けマンション等
・病院 ３病院（１，０３１床）

・介護施設 ４施設（定員・４１７名）

・サービス付き高齢者向け住宅

８施設（定数・７５０名）

・介護支援施設 ６施設

―法人設立の経緯についてお聞かせ下さい―

理事長：私はもともと精神科の医師として働いて

いましたが、今のように「老人病院」がなく、精

神科の病院にはお年寄りの方々が多く集まってい

ました。その様子を見て、さまざまな事情でお年

寄りの治療と生活の場がないのであれば、高齢者

向けの病院を建てようと決意。銀行の融資を受け

て、「札幌田中病院」（１４０床）をスタートさせまし

た。開業当初は、高齢者の方への対応も試行錯誤

でしたし、患者さんから目が離せない終末期医療

の提供ということもあり、最初の約３年間は毎

日、当直に明け暮れ、着替えと仮眠で家に帰る

と、長女に「おじさん、また来てね。」と言われ

る始末でした。

また、当時は今と違い認知症の患者さんはそれ

程多くはなかったのですが、寝たきりになると症

状が出てくるケースもあり、なかなか一般の病院

での引き受けは難しく、当病院で少しずつ増築し

てベッド数（病床数）を増やしていきました。当

時としては新しい分野でしたので、銀行の方には

「新たな設備投資は大丈夫ですか。」とご心配をお

かけしたこともあります。

一方、患者さんの中には病院に来る方ではない

と思われる方もおり、家庭で暮らせないのであれ

ば病院とは異なる施設が必要と考え、枝分かれす

る形で介護施設を整備し、さらにはサービス付き

高齢者向け賃貸マンションをご用意いたしまし

道内企業訪問

トップに聞く⑨ タナカメディカルグループ
理事長 田中 良治 氏
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道内企業訪問

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

「患者さんにやさしく接することは、半分、

治療」と言えるくらい大切

「長命」と「長寿」の違い

～高齢者に必要なのは「生活の質」

た。そのような経過をたどり、今は、病院、介護

施設および施設に入る前の住まいと、主に３つの

サービスを提供させていただいています。昨今で

は高齢化が進む中で、ご両親の介護などで仕事を

辞めざるを得ない方もおり、高齢者の方を受け入

れるキャパを増やしていく必要があるというのが

実情です。

―グループの経営理念・経営方針などについてお

聞かせ下さい―

理事長：経営理念というか特徴の一つとして、私

どもの病院は、尊厳死（１）ということを尊重し、一

般財団法人日本尊厳死協会に所属しています。し

たがって、患者さんには延命治療や苦痛を伴う治

療はしていません。もちろん患者さんの苦痛には

対処しますし、健康の維持には力を入れていま

す。

☆健康維持に向けた集団リハビリ（病院内）

そして、何よりも大切にしているのが「とにか

く、おじいちゃん・おばあちゃんに優しく接する

こと」で、それは半分治療であるとも考えていま

す。患者さんのお世話をする介護士、看護師さん

も、例えばご家庭で夫婦喧嘩をなされることもあ

るでしょうが、病院などでは、頭を切り替えて患

者さんの手を優しく握って、お声がけをしてほし

いと、このことを特に強くお願いしています。

☆お誕生会（福祉施設内）

そのため、新人教育や朝礼などをはじめ、さま

ざまな教育、工夫に取り組んでいます。特に、人

手が少なくなる当直体制の時が大変です。極端な

ことを言うと、顔と心がうらはらになっても良い

から、患者さんには優しく、絶対に差別をしては

いけない。患者さんは病気が治る可能性もなく、

また、かつては社会に貢献をしてきた皆さんです

ので、ご家族の皆さんに代わって大切にしてあげ

たいですね。

理事長：日本には「大往生」という言葉がありま

す。「立派な死にかた」、「安らかに死ぬ」という意

味です。それと同じような表現では、「長寿」や

「長命」という言葉がありますが、私は、「長寿」

とは長く生きて、充実して、楽しい人生を終える

こと、「長命」とはただただ長生きしていること

ではないかと受け止めています。

今の日本では、「長寿」ではなく「長命」の方

が多いのではないかと感じています。極端に言う

（１）尊厳死とは、患者が「不治かつ末期」となったときに、自分の意思で「延命治療」をやめてもらい、安
らかに、人間らしい最期をとげること。
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道内企業訪問

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

「お別れの時は、看護師全員でお見送り」、

最後まで心を尽くしてあげたい

と、なかなか死にきれなくて、毎日、淡々とご飯

を食べさせられ、おしめを取り替えられ、ただ生

きているというケースが多いのではないでしょう

か。これは、あまりにも急速に寿命が延びたこと

の弊害の一つかも知れません。

九十数歳まで長生きしていると言われても、そ

の方が本当に「長寿」なのかが問題であり、単な

る「長命」であれば、それは大きな社会問題では

ないかと捉えています。

私は、昔から死ぬときは床の間がある畳の上で

息を引き取りたいと思っています。苦痛があれば

緩和医療を施してもらい、安らかに孫たちにでも

囲まれて逝きたいですね。これは、人としての生

き方の問題ということになります。

こうした考えのもと、私なりに「長寿」という

ことを念頭に具現化したのが、サービス付き高齢

者向け賃貸マンション「ライフコート」です。施

設内にはカラオケやバーなどを完備し、無料でご

利用できるほか、外へ出かける機会の提供という

ことで、コンサートや旅行、ゴルフ等を楽しんで

いただいています。

☆「ライフコート」での生活

＊朝の健康体操

居住者の皆さんは、必要に応じ介護施設や病院

を利用されますので、この「ライフコート」では

利潤のことは考えず、余剰金が出れば還元しま

す。

皆さんは、そのお金を利用してお食事に行くな

ど、それぞれご自由に楽しんでいただいていま

す。

☆「ライフコート」での生活

＊忘 年 会

マンションは既に７棟ありますが、ちょうど

今、８棟目を当病院（札幌田中病院）の隣に建設

しているところです。建設中の施設については、

少し認知症の症状が出てきたが、まだ施設に入る

のはどうかという方を想定したもので、万が一、

体調などに何かあれば直ぐに病院に搬送できるよ

うにしています。

―患者様やご家族の皆様からとても喜ばれたこと

などがあれば、お聞かせ下さい―

理事長：お礼のお手紙などはたくさん頂戴し、朝

礼の場などでご紹介させていただいていますが、

当たり前のことをしているだけです。それよりも

大切にしていることは、「こういう所がいけな

い」という「クレーム」の類です。そういった声

は直ぐに苦情委員会という場で対応をしっかりと

議論し、より良いサービス提供へとつなげていく

ようにしています。

介護や看護に携わる職員の皆さんも人間ですか

ら、どうしても人柄というものが出てしまいま

す。採血などの医療技術も大切ですが、手を握っ
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道内企業訪問

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

人材の確保・育成のために、独自の取組み

として２つのことに努めています

て暖かく声をかけ、おもらしの際にも優しく笑顔

で接することこそ、当病院にとってはより重要な

技術です。

また、入院されている患者さんにできるだけ季

節を感じていただくような工夫や心配りも大切で

はないかと思っています。

☆タナカメディカルグループが

大切にしている三つの反省

一、患者さん・利用者さんに細やかな思い

やりがあったかどうか。

一、家族の皆さんに親切であったかどうか。

一、皆さんに公平・真実であったかどうか。

☆季節に触れる夏祭り（病院内）

病院などでお付き合いをしてきた「おじいちゃ

ん・おばあちゃん」が亡くなった際には、真冬で

も看護師全員で外に出てお見送りをするほか、お

通夜や四十九日にはお花を供させていただいてい

ます。私も元気であった４０代後半までは、小樽や

苫小牧、旭川といった比較的近いところであれ

ば、お通夜やお葬式に参列させていただきまし

た。

こうした取組みは、お付き合いの中で生まれた

私たちの自然の気持ちであり、開業以来ずっと続

けているものです。

―人材の確保・育成にはどう取り組んでいます

か、また、AIやICT（２）、ロボット等の活用につい

ても、お考えをお聞かせ下さい―

理事長：医療・介護分野での労働力代替となる新

技術導入には、まだ時間がかかるのではないで

しょうか。一般的な病院であれば良いのですが、

当院のような高齢者向け病院では、やはり人の温

もりのある手がベストではないかと思います。

また、外国人の方による介護を導入していると

ころもありますが、こちらもなかなか難しい面が

あるのではないかと考えています。異国の方です

ので生活習慣・文化の違いがあるのは当然です

が、そのほかにも高齢者の方は、我々よりも直観

が鋭く、高い洞察力があって、その人なりに良い

人、悪い人と判断してしまうからです。

☆健康維持に向けた個別リハビリ（病院内）

そこで、当グループでは独自に２つのことに取

り組んでいます。

一つは、「職員の住みよい環境づくり」です。

働いていただく方が、人間関係も良好で長く居て

も良いかなと思える環境づくりです。介護や医療

の仕事は大変ですが、安心して働けるように保育

施設や駐車場などの近接での整備、レクリエー

（２）AI（Artificial Intelligence）とは人工知能のことであり、ICT（Information and Communication Technolo-
gies）とは情報通信技術のこと。医療・介護分野でもその活用が期待されている。
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

経営環境は厳しいけれど、もっともっと

「働く場の環境づくり」に力を入れるべき

ションなどの福利厚生に加え、職場内でのコミュ

ニケーションにも力を入れています。

もう一つは、資金に余裕がある限り人件費に充

てることです。この業界も「勝ち組」、「負け組」

というものがありますが、「勝ち組」では内部留

保金を上手に使っています。当グループの特徴と

しては、「ハート」（心のこもった対応）が事業と

考えていますので、仕事の面でも、職員の皆さん

の優しさ・笑顔というものも色々と工夫して、給

料やボーナスに反映させています。

また、介護士さんの給与改善には２年前から取

り組んでおり、お陰様で人手不足という状況では

ありません。患者さんやご家族に接する機会が最

も多い介護士さんの情報は大切で、医療・福祉

サービスの向上につながっています。

職員の教育にもお金をかけていますが、こうし

た取組みは、札幌だからできるという面はあるか

もしれません。

☆職員の笑顔でお祝い（敬老会）

―人手不足に関連して、北海道や札幌市では若者

の流出という問題がありますが、どのようにお考

えですか―

理事長：医療・福祉分野に限らず、「働く場の環

境づくり」ということに対しては、企業の努力

がもっと必要ではないかと考えています。ただ一

方では、企業側にそれだけの余裕がないというの

も事実です。電力や交通関係の大きな企業ですら

大変な状況です。企業の大小にかかわらず業績が

しっかりとしていないと、そこで働く方は将来不

安になりますので、トップの方や経営陣には、厳

しい中ではありますが、経営方針の明確化ととも

に働く場の環境づくりにさらに力を入れるべきだ

と思います。

☆職員向けの研修会

また、北海道では大阪の「下町ロケット」のよ

うなチャレンジ精神に溢れた取組みが少ないので

はないでしょうか。企業の経営者も働く側の方

も、北海道の人はあきらめやすいのではないかと

感じており、もっともっと大阪の方のように粘り

強く頑張ってほしいですね。小さな企業でも、若

い方が「ここで、一旗揚げるぞ。」という意欲が

沸くような事業、取組みを育てていくことも大切

ではないでしょうか。

経済団体も幾つかありますが、経済界の動きを

横目で見ていると、今は６０歳代の方々が柱となっ

て色々と頑張っているものの、その下の５０歳代の

方の姿はあまり見えないと感じることがありま

す。次代を担う方々にはしっかりと力を蓄えなが

ら、これからの時代を見据えた発信をしていただ

ければと思っています。
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

これからの医療・福祉事業では、集中・拠

点化という視点が必要

長寿社会の実現に向けて、安心して暮らせ

る「高齢者村」を創っていきたい

―高齢化の進行が続く中、医療・福祉分野の経営

者・事業者に求められることについて、お伺いし

ます―

理事長：北海道は広くて、九州の２倍超の面積が

あり、外国との比較ではオーストラリアのタスマ

ニア島よりも大きいのです。実はそのタスマニア

島では医療機関などが集中しています。

北海道のこれからのことを考えると、地域医療

などは宇宙基地のように集中する必要があるので

はないかと考えています。

タスマニアでは複数の家庭医によるグループ診

療に加え、症状によっては拠点的な施設へのヘリ

コプター搬送をしています。もちろん、北海道と

タスマニアでは気象条件が異なりますが、北欧な

どでも同様の取組みをしています。

また、私はこれまでの日本的なしきたり、考え

方というものを変えていく必要があるのではない

かと思っています。２～３千人の町で「鉄道を通

してくれ」、「病院をやってくれ」とか言われて

も、今の予算状況では難しいですよ。

地域医療・へき地医療に関しても、どこかに集

中・拠点化していくことが必要ではないかと考え

ています。地方でも、民間の方で頑張っているケー

スもありますが、今の医療・福祉制度のままでは

今後はさらに厳しくなるのではと感じています。

私も在宅医療の方向性については賛成ですが、

医療関係者を患者さんのご自宅等に派遣するの

は、民ではなく官の仕事ではないかと思います。

医療・福祉の経営者・事業者と言うよりは、行政な

どでもっと大きな視点から今後の方向性というも

のを考えていくべきではないかと思っています。

―最後に、グループの将来像や理事長の夢につい

て、お聞かせください―

理事長：今後も、引き続き長寿社会のために役立

てる取組みを進めていくことです。在宅での暮ら

しは理想ですが、北海道は冬が厳しく、近年では

災害も多い。胆振東部地震では停電も発生して大

変でした。

高齢者の皆さんが、長寿に向けて安全に安心し

て暮らしていけるよう、「ライフコート」のよう

に集まって暮らしていくのも一つの方法ではない

でしょうか。病院から医師も派遣でき、ご本人も

ご家族も安心できます。こうした取組みも医療・

福祉分野での一つの拠点になるのではないかと考

えています。アメリカの「退職者の村」（３）が知ら

れていますが、長寿社会の実現に向けて、そうい

う取組みに挑戦していきたいです。そうやって少

しでも高齢者の皆さんやご家族のお役に立てる努

力を続けていけば、私が逝ったとき、地獄に行か

ずに済むのではないかと密かに思っているのです

よ（笑い）。

☆笑顔も優しい、田中理事長

（田邊 隆久）

（３）退職者の村とは、シニアタウン、リタイヤメント・コミュニティと呼ばれ、高齢者が集まって街を形成
するもので、病院や娯楽施設なども備えた街などが２千カ所以上ある。CCRC（Continuing Care Retirement
Community）と呼ばれる継続介護付きリタイヤメント・コミュニティが多い。
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

（要約）

○道内企業は慢性的な人手不足にあり、新たな人材確保と既存人材の定着促進が大きな課題

に。

○人材確保・定着促進、さらには生産性の向上を図る一つの方向性として、国では「健康経

営」を推進。

○道内では、「健康経営」を推進する企業の掘り起こし（需要面）と、「健康経営」に資する

商品・サービスの創出（供給面）に取り組む動きがある。

○道内企業は、「従業員の健康にコミットする企業」というブランディングで、人手不足を

解消する戦略も検討すべき。

はじめに

北海道は全国に先駆けて人口減少・高齢化が進み、若年層を中心に「地方部から都市部へ」あ

るいは「道内から首都圏へ」という人口流出も起こっています。そのため生産年齢人口や労働力

人口などで示される「働き手」が減少し、道内企業においては人手不足が大きな課題となってい

ます。特に、建設業、運輸業、IT産業、飲食・宿泊業、介護産業などは深刻で、企業の大小を問

わず人手不足が慢性化しています。

こうした課題の解決に向け、「働き方改革」が国をあげて進められていますが、もはや「長時

間労働の是正」や「同一労働同一賃金」など、法規制のクリアは当然のことであり、企業が人材

獲得競争に勝ち抜くためには、他社と差別化した「働きやすい就業環境づくり」の取り組みや

「いきいきと働き続けられる会社」としてのブランディングが必要となっています。

本稿では、従業員の健康づくりに経営的な視点から取り組む「健康経営」の概要やその導入の

意義などに触れ、道内における事例もご紹介しながら、「従業員の健康づくりにコミットする企

業」というブランディングの必要性について考えたいと思います。

１．健康経営・健康投資とは

「健康経営」とは「従業員の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること」であ

り、「健康投資」とは「健康経営の考え方に基づいた具体的な取り組み」とされています。そし

て企業が経営理念に基づき、従業員の健康保持・増進に取り組むことは、従業員の活力や生産性

の向上等による組織の活性化をもたらし、結果的に業績や組織としての価値向上へ繋がることが

期待されています。

国（経済産業省）では、「健康経営」を推進する企業の認知度を高め、それらの企業が人材確

経営のアドバイス

従業員の健康にコミットする企業のブランディング
－「健康経営」のすすめ－

株式会社 北海道二十一世紀総合研究所
調査研究部 次長 河原 岳郎
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経営のアドバイス

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

�NTT東日本‐北海道（札幌市）
�NTTファシリティーズ北海道（札幌市）
�北海道グリーンハウス（札幌市）
�ダスキンサーヴ北海道（札幌市）
東洋インキ北海道�（札幌市）
トヨタ自動車北海道�（苫小牧市）
�ニチレイ・ロジティクス北海道（札幌市）

�ニトリホールディングス（札幌市）
�ニトリ（札幌市）
�ホームロジスティクス（札幌市）
PFU北海道�（札幌市）
�北洋銀行（札幌市）
�北海道銀行（札幌市）
�北海道日立システムズ（札幌市）

�アットマークテクノ（札幌市）
勇建設�（札幌市）
�エイブル保険事務所（旭川市）
恵庭建設�（恵庭市）
江別製粉�（江別市）
及川産業�（岩見沢市）
オサダ農機�（富良野市）
曲イ田中酒造�（小樽市）
�岸本組（美唄市）
�玄米酵素（札幌市）
�シンク（札幌市）
�セイショウ（札幌市）

大北土建工業�（富良野市）
大洋通商�大洋弓具製作所（小樽市）
�トッパンメディアプリンティング北海道（北広島市）
�南富自動車サービスエリア（南富良野町）
日本ハム北海道販売�（札幌市）
�早水組（網走市）
不二建設�（滝川市）
�北海道ロードサービス（札幌市）
�本田組（釧路市）
�丸庭佐藤建設（岩見沢市）
�山伏パコム（富良野市）

（大規模法人部門）

（中小規模法人部門）

保等の経営的メリットを享受できるよう、顕彰制度である「健康経営優良法人認定制度」を推進

しています。これにより優良な法人を「見える化」し、従業員や求職者、関係企業や金融機関な

どから社会的に評価される環境を整備しています。なお優良法人に認定されるためには、毎年、

大規模法人は健康経営度調査を受け、申請し、認定される必要が、中小規模法人は、加入保険者

の「健康宣言」事業に参加、申請し、認定される必要があります。「健康経営優良法人２０１８」（平

成３０年２月）の認定企業は全国で大規模法人部門５４１法人、中小規模法人部門７７６法人となってい

ます。

こうした動きは、都道府県でも広がっており、北海道は全国健康保険協会（協会けんぽ）北海

道支部と連携し、健康事業所宣言の認定事業を行っています。

健康経営優良法人２０１８（本社所在地が北海道）�

�出典：北海道経済産業局webサイト（「健康経営優良法人２０１８」の認定について）よりhttp : //www.hkd.meti.go.
jp/hokim/20180228/index.htm
（五十音順。なお大規模法人部門はグループ名での五十音順となっている。）

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２２～０２７　経営のアドバイス  2018.11.21 14.17.11  Page 23 



経営のアドバイス

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

２．「健康経営」を推進する企業のメリット

企業が従業員の健康づくりに配慮することは、福利厚生の観点からは当然なことですが「健康

経営」さらには「健康投資」を推進するためには、企業にとっての投資メリットの有無が重要と

なります。

（１）生産性の向上の観点から

東京大学等では、土木建築業種の大企業を対象に、健診・レセプトデータ（過去３年分）を使

い、医療費や各種リスクとの関係性を分析するなど、企業の「健康経営」を推進するための研究

を行っています。

また、アメリカに本社を置くジョンソン・エンド・ジョンソン（J&J）では、７５年前に作成さ

れた“我が信条（Our Credo）”において、全世界の従業員およびその家族の健康や幸福を大事に

することを表明し、「健康経営に対し１ドル投資すると、そのリターンは３ドルになる」との調

査結果も出しています。

しかし、こうした研究結果を待たずとも、従業員が健康であれば組織が活性化し、事業の生産

性向上や新たな商品・サービスの開発にも寄与することは自明と考えられますので、企業経営の

ためにも従業員（さらにはその家族）の健康づくりを推進することが望まれます。

（２）人材確保の観点から

また、経済産業省が実施した調査�によると、「就職先に望む勤務条件」として、就活生では

「福利厚生の充実度」・「従業員の健康や働き方への配慮」との回答が、その親では「従業員の健

康や働き方への配慮」・「雇用の安定」が、４割以上を占めました。この結果から「従業員の健康

や働き方への配慮」は企業の人材確保にとって重要な要素となっていることがうかがえます。

�出典：経済産業省：「第１３回健康投資WG 事務局説明資料」より「健康経営の労働市場におけるインパクト調
査①」
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

３．「健康経営」の目標は従業員の健康行動を促進すること

前述したように、国などでは「健康経営」に係る各種顕彰制度を推進し、「健康経営」を推進

する企業のすそ野拡大を図っていると考えられます。

認定を受けるためには毎年の申請が必要というハードルはありますが、認定基準をみると、健

康づくりに必要な各種制度・施策を実行しているかが重要であり、内容については、それほど高

いハードルではないようです。

一例をあげると、「⑩食生活の改善に向けた取り組み」という項目では、管理栄養士が年に１

回従業員向けのセミナーを開催することで、条件をクリアすることができます。

一方で、「健康経営」に本気で取り組む企業であれば、自社における施策の実施が、従業員の

健康行動を促しているか、あるいは健康診断の結果等が改善しているかという「成果」の面に関

心を持つでしょう。

また、健康経営優良法人の認定が普及すると、就職希望者等にとっては、企業が認定法人であ

ること自体は当たり前となり、具体的な取り組み内容や成果が注目されることになるでしょう。

４．道内における取り組み

経済産業省では、前述の「健康経営」を推進する企業を増やす取り組みに加えて、「ヘルスケ

アビジネス創出」の観点から、「健康経営」を推進する商品・サービスの創出にも力を入れてい

ます。

北海道では「北海道ヘルスケア産業振興協議会」（事務局：弊社）が経済産業省北海道経済産業

局や協議会会員等と連携し、以下でご紹介するような、「健康経営」の「成果」に寄与するプロ

ジェクトなど、様々な取り組みを行っています。

（１）北海道全員健康株式会社による取り組み

当協議会の会員である北海道全員健康株式会社では、これまでおもに札幌市内の体育館で提供

していた地域住民向けの運動プログラムを、企業向けの形でも提供するため「職場でフィットネ

ス」事業を開始しました。

週１回（３０分程度）、会社の会議室等といった空

きスペースを活用し、集団による椅子ヨガのプログ

ラムという形で、職場での運動機会を提供してお

り、弊社や大手設計事務所などがクライアントと

なっています。弊社では、参加従業員の健康づくり

の意識が一定程度高まったため、同じスペースを活

用し、パーソナルトレーニングやマッサージ、カウ

ンセリングサービスを受ける仕組み（予約制）を構

築しています。また会社としても勤務時間中にこう

したサービスを受けることを推奨しています。 【集団による椅子ヨガのプログラム】
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― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

北海道全員健康株式会社にとっては会場費の節減により価格を抑えることができ、従業員に

とっては、価格に加え「運動プログラムを職場で受けられる」という利便性があることが、サー

ビスを継続利用する上でのメリットとなっています。

（２）ビルまるごとプロジェクト

当協議会が今年９月に立ち上げたプロジェクトで、企業の「健康経営」に資する商材を持つ会

員が連携し、個別企業ではなく、ビルに入居する複数の企業を対象に、サービス提供する仕組み

の構築を目的としています。

１社だけではなく複数企業が連携することで、サービスの利用企業にとっては費用負担の軽減

の他、運動・食・メンタルヘルス等、多様なサービスを利用できるようになるメリットがありま

す。このことによって「健康経営」の需要を掘り起こし、併せてサービス供給体制を構築するこ

とを目指しています。

こうした取り組みは全国的にも珍しく、「北海道発」の新たなヘルスケアビジネス創出に向け

て、どのような商材を提供すれば企業の真
�

の
�

「健康経営」に貢献できるか、協議会会員と議論を

重ねるとともに、こうしたサービスを利用したい企業やビルオーナーの発掘に向けて活動を進め

ています。

ビルまるごとプロジェクトで検討するモデルイメージ�

�北海道ヘルスケア産業振興協議会「ビルまるごとプロジェクト」講演資料
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― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

５．「健康経営」による企業のブランディング

人手不足が大きな課題となる中、企業が人材の確保や定着を促進するためには、法規制のクリ

アだけでなく「働きやすい会社」という新たなブランディングが必要となっています。そして

「健康経営」はその一つの方向性として検討する価値があるでしょう。

まずは、国の認定制度を活用することになりますが、「健康経営」に取り組み、第３者による

評価を得ることは、企業のイメージアップにつながると期待されます。

次のステップとしては、取り組みの成果にコミットすることが期待されます。健康づくりの環

境整備で満足するのではなく、従業員が本当に健康になっているかをしっかり評価し、改善する

プロセスを導入することが重要です。従業員の健康づくりに取り組んでいるだけではなく、実際

に社員が健康であることを「見える化」できれば、さらなるインパクトを提供することができま

す。

一般的に、人間は病気にならないと、健康づくりには取り組まないでしょう。まして現役世代

で重い病気にかかる人は少ないのですから、行動を変えることは非常に難しいのが実情です。従

業員の多くは、運動や食生活の改善、十分な睡眠の重要性を「わかってはいるけれど、できな

い」という状態でしょう。そのため「健康経営」に取り組むには、経営者がある意味「トップダ

ウンでやらせる」くらいの意気込みが必要となります。一方で、普段の行動を、健康づくりに向

けたものに変えるための様々な手法・ノウハウも確立されつつあります。こうしたノウハウを持

つ専門家・事業者を企業が活用することで、業種や勤務スタイル等、その企業にマッチしたサー

ビスの在り方を“共創”していくことも重要です。

成果の伴う「健康経営」を企業のブランディングにぜひお役立ていただきたく、本協議会でも

お手伝いをしていきたいと考えています。

（参考資料）

北海道経済産業局「ビルまるごとプロジェクト」講演資料

北海道ヘルスケア産業振興協議会「ビルまるごとプロジェクト」説明資料

北海道ヘルスケア産業振興協議会ホームページ（http : //www.hcs-hokkaido.net/）

＜執筆者紹介＞

㈱北海道二十一世紀総合研究所入社。

おもに医療・介護・ヘルスケア分野の調査研究やプロジェクト推進を担当。平成２７年度から北海道ヘルスケア

産業振興協議会の事務局を担当。
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― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

経済コラム 北斗星

経団連の「就活指針」廃止を巡って
去る１０月９日、経団連は「大学生の就職活動の指針」を２０２１年卒業の学生（現在の大学２

年生）以降、廃止することを決定した。周知のとおり現行ルールは、３年生の３月１日以降

「会社説明会・採用広報活動」を解禁、４年生の６月１日以降「面接・選考活動」を解禁、

１０月１日以降「正式内定」を認めるというものである。しかし、このルールはいわば自主的

申し合わせで罰則もなく、また経団連非加盟の企業には直接申し合わせの効力は及ばないと

いうことで、実際の就職戦線においてなかなか実効性をあげることができなかった。期日前

の就職活動は企業、学生サイドに頻繁に見られ、例えば「内々定」という言葉が当たり前の

ように語られてきた。就職シーズンには、もっと良いルールに改善できないかということが

毎年のように議論されてきたのである。

こうしたルール作りが、経団連と大学側の話し合いで行われることについて、「それは一

経済団体である経団連の役割ではない」という経団連の主張は理解できる。これを受けて、

政府は、就活ルールについて関係省庁で構成される「連絡会議」（大学、経団連も参加）を開

催、２１年春の卒業生については、政府が主導して作る（現行ルールを踏襲）、２２年度以降の

ルールは１９年度以降に改めて議論するということとなった。

ところで、就活ルールは当面現行ルールが維持されることとなったが、この問題は、企業

の人材確保の面で、今後大きな影響をもたらすことが予想される。

第１は、人材の「量」の確保の問題である。急速に進む少子化の下で、今後、市場は売り

手市場が続くことが予想される。現在の新卒一括採用が果たして何時まで可能か、企業サイ

ドでは採用活動の見直しに迫られる可能性が高い。これまで企業の多くは、終身雇用を前提

に新卒一括採用、企業内教育、終身雇用を前提に人事・雇用システムを構築してきた。しか

し、例えば北海道庁では、２０１９年春採用の道職員の内定辞退率が５７．４％に達したという。す

なわち来春の採用予定数１２５人に対し合格者を３５７人としたが、このうち２０５人が内定を辞退

したとのことである（１０月１０日付北海道新聞）。多くの企業で、多数の採用内定辞退という

現象は起こっており、この間の採用側の人材確保にかかるコストは馬鹿にならないのが実態

となっている。新卒一括採用が難しくなってきた場合、企業は採用のみならず、人事・雇用

の在り方全般を見直す必要に迫られよう。企業は、雇用の流動化が進むことも視野に入れて

おかなくてはならない。通年採用化への対策を早期に検討しておく必要がある。

第２は、人材の「質」の確保の問題である。学生の就職活動の早期かつ長期化がさらに進

行すれば、当然のことながら学生の勉学等に専念する時間が削減される。昨今、既に大学１

年からインターンシップに名を借りた就職活動（企業サイドからみれば採用活動）の前哨戦

が始まっているとも言われている。学生サイドにあっては、自分に合った企業を探し（「自

分探し」と言うらしい）３０社以上も企業訪問をする例も珍しくないようだ。これでは、大学

における勉学・人間形成も何もあったものではない（大学が正に就職予備校化する懸念）。

企業自体が根本的対策を講じなければ、やがて自らの首を絞める結果ともなりかねない。

（平成３０年１１月７日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９９．８ △０．７ r ９５．６ △０．５ r ９９．６ △１．０ r１００．７ △３．２ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９５．１ ０．２ r１００．６ ０．８ r ９４．２ △１．５ r１００．２ ０．６ r ９７．８ ２．９ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r ９７．２ ２．２ r１０３．５ ２．９ r ９７．４ ３．４ r１０２．４ ２．２ r１１０．９ １３．４ r ９８．８ ５．２

２０１７年７～９月 r ９６．６ △１．２ １０３．２ ０．０ ９６．９ △１．２ １０２．４ ０．１ r ９７．８ △２．０ ９９．１ ０．１
１０～１２月 r ９８．３ １．８ １０４．４ １．２ r ９８．３ １．５ r１０３．１ ０．７ r ９８．０ ０．２ １０１．１ ２．０

２０１８年１～３月 r ９６．２ △２．２ １０３．３ △１．１ r ９６．６ △１．７ １０１．８ △１．３ r１０１．２ ３．３ １０４．１ ３．０
４～６月 ９８．２ ２．１ １０４．５ １．２ ９７．１ ０．５ １０３．９ ２．１ １０３．７ ２．５ １０１．４ △２．６
７～９月 ９１．９ △６．４ １０３．１ △１．３ ９２．４ △４．８ １０１．９ △１．９ １０１．０ △２．６ １０２．６ １．２

２０１７年 ９月 r ９５．２ △３．０ １０３．０ △１．０ r ９６．８ △０．４ １０１．４ △２．２ r ９７．８ △０．７ ９９．１ ０．５
１０月 r ９８．０ ２．９ １０３．３ ０．３ r ９８．７ ２．０ １００．５ △０．９ r ９７．６ △０．２ １０２．０ ２．９
１１月 r ９７．９ △０．１ １０４．２ ０．９ r ９７．３ △１．４ １０３．５ ３．０ r ９８．２ ０．６ １００．８ △１．２
１２月 r ９９．１ １．２ １０５．８ １．５ r ９８．９ １．６ １０５．４ １．８ r ９８．０ △０．２ １０１．１ ０．３

２０１８年 １月 r ９５．２ △３．９ １００．８ △４．７ r ９５．８ △３．１ １００．２ △４．９ r ９９．３ １．３ １００．５ △０．６
２月 r ９５．２ ０．０ １０３．５ ２．７ r ９５．８ ０．０ １０１．９ １．７ r１０１．４ ２．１ １００．８ ０．３
３月 r ９８．２ ３．２ １０５．７ ２．１ r ９８．２ ２．５ １０３．４ １．５ r１０１．２ △０．２ １０４．１ ３．３
４月 r ９８．４ ０．２ １０５．４ △０．３ r ９９．１ ０．９ １０５．２ １．７ r１００．４ △０．８ １０３．２ △０．９
５月 r ９９．６ １．２ １０４．８ △０．６ r ９８．５ △０．６ １０３．０ △２．１ r１０３．２ ２．８ １０３．２ ０．０
６月 r ９６．６ △３．０ １０３．４ △１．３ r ９３．６ △５．０ １０３．６ ０．６ r１０３．７ ０．５ １０１．４ △１．７
７月 r ９６．０ △０．６ １０３．０ △０．４ r ９５．６ ２．１ １０１．４ △２．１ r１０１．９ △１．７ １０１．６ ０．２
８月 p９３．６ △２．５ １０３．３ ０．３ p９５．６ ０．０ １０３．２ １．８ r１０１．０ △０．９ １０１．４ △０．２
９月 p８６．０ △８．１ １０２．９ △０．４ p８６．１ △９．９ １０１．１ △２．０ p１０１．０ ０．０ １０２．６ １．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 ２６１，５１６ １．５ ５３，５２２ ０．７ ５７，２１８ ３．８ １８，６８１ ０．１ ２０４，２９８ ０．９ ３４，８４０ １．１

２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ ３１，６７４ １．２
４～６月 ２３１，１９６ ０．７ ４７，２５８ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２１７ ０．４ ３１，９７８ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２

２０１７年 ９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６
４月 ７７，０５２ ０．８ １５，５６４△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９３８ ０．３ １０，５５８ △０．３
５月 ７６，８１８△０．４ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７７７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３３　主要経済指標  2018.11.19 18.16.09  Page 29 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ r ６５，７０７ ５．８ １５，４５２ ６．５ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ １１，２８８ ３．７ ６３，９５１ ５．１ １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０９４ ２．９ ６４，９９６ ５．２ １６，０６３ ５．９ ３６，９５０ ０．６ ８，６１９ △１．９
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，４２４ ０．９ ６７，８４２ ３．２ １６，３５１ ５．３ ３４，６３４ ４．７ ８，２６７ ０．９

２０１７年 ９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ r ４，９４８ ７．８ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４
４月 １０，７９８△１．１ ３，３４２ ０．８ ２１，５１９ ６．０ ５，３３７ ７．８ １２，２９２ ４．１ ２，９７６ ０．５
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４９ ０．４ ２１，１０１ ４．５ ５，３２６ ３．９ １３，２３５ △２．９ ２，９５５ △５．４
６月 １０，７９９ ６．４ ３，５０４ ７．６ ２２，３７６ ５．２ ５，４００ ６．２ １１，４２３ １．２ ２，６８９ △０．４
７月 １２，８９５△９．１ ４，５２５△１．５ ２２，３７６ ０．７ ５，７０５ ６．０ １１，６３３ △３．３ ２，９３５ ０．８
８月 １１，３９６ ３．１ ３，５０８△１．６ ２３，２０５ ３．９ ５，４６９ ５．２ １１，２３４ △０．１ ２，７４０ △１．３
９月 １２，００１ １２．０ ３，３９２ ７．４ ２２，２６１ ５．２ ５，１７７ ４．６ １１，７６７ ２０．２ ２，５９３ ３．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０

２０１７年 ９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ p １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ p １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ p １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ p ９１ △２４．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３３　主要経済指標  2018.11.19 18.16.09  Page 30 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０３，３８４ １．０

２０１７年７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５
１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０

２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２
４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８

２０１７年 ９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．２ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１
１２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０

２０１８年 １月 １，４１１ △８．１ ６６３ △１３．２ ６６ △３４．５ ３，５５９ △３．４ ６，８９３ ２．９
２月 １，３７３ △２４．８ ６９１ △２．６ ５６ ５１．２ ３，９３８ ０．９ ７，９５９ ２．４
３月 ２，８１３ ７．７ ６９６ △８．３ １０４ △１．６ ３，６４４ １６．７ １３，７４３ △２．４
４月 ３，９６３ △８．７ ８４２ ０．３ ２０２ １６．８ ４，１１３ ３．５ ８，６８９ ９．６
５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５
６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５

２０１７年７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１
１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６

２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７
４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９

２０１７年 ９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７
１２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８

２０１８年 １月 １１，７０７ △４．７ ３，８４３ △８．５ ３，６４６ △１４．１ ４，２１８ ９．９ ３３９，５８１ △１．１
２月 １３，６５８ △３．５ ４，８２０ △３．１ ４，１４９ △８．５ ４，６８９ １．１ ４０１，８０４ △２．８
３月 ２５，３０７ ０．９ １０，２６２ １１．６ ７，４２５ △１３．６ ７，６２０ ４．６ ５６２，５２６ △３．６
４月 １４，３９８ △６．１ ４，３５５ △１８．４ ５，５４９ △２．９ ４，４９４ ５．３ ３０５，０２７ ２．６
５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５
６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号

ｏ．２６９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３３　主要経済指標  2018.11.19 18.16.09  Page 31 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．４
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４５ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．４

２０１７年 ９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．２
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．４
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．４
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．３

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６４ △１３．５ ２，１５９ △１．３ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０

２０１７年 ９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２２６ １０．８ １，２５３，３５８ ２７．５ ７６７，６９８ １３．７

２０１７年７～９月 ９５，３３２ ９．３ １９５，８３８ １５．１ r ２７６，８０３ ３２．８ r １８４，２６６ １４．８
１０～１２月 １００，９７０ １１．６ ２０９，１６８ １３．０ r ３２０，１８５ ２５．３ r ２０１，７６９ １７．０

２０１８年１～３月 ９３，７３９ △１０．２ １９９，３２２ ４．９ ３７１，３７４ １４．６ ２００，８７３ ７．５
４～６月 １００，９８９ １０．６ ２０１，９９１ ７．５ ３１７，１３１ １１．３ １９４，４０９ ７．５
７～９月 ９９，４１０ ４．３ ２０１，５９４ ２．９ ３４６，２２７ ２５．１ ２０７，１１７ １２．４

２０１７年 ９月 ２９，０２３ △１０．１ ６８，１０７ １４．１ r ９１，３４６ １６．９ r ６１，５６９ １２．３
１０月 ３１，４３４ １９．６ ６６，９２９ １４．０ r ９４，６５４ ４０．７ r ６４，１４３ １９．０
１１月 ３２，７１０ ２７．１ ６９，２００ １６．２ r １０１，１６６ １６．０ r ６８，１４８ １７．３
１２月 ３６，８２６ △４．２ ７３，０３９ ９．４ r １２４，３６６ ２３．１ r ６９，４７７ １５．０

２０１８年 １月 ２８，５５６ ８．１ ６０，８６３ １２．３ r １３２，６１７ １４．０ r ７０，３４５ ８．０
２月 ３１，０１０ △８．３ ６４，６３３ １．８ r １１４，８６５ ３．７ r ６４，６３４ １６．６
３月 ３４，１７３ △２２．６ ７３，８２７ ２．１ r １２３，８９３ ２７．７ r ６５，８９３ △０．５
４月 ４１，３２０ １８．８ ６８，２２３ ７．８ r １０７，９１３ １０．７ r ６２，０１６ ６．０
５月 ２９，７５３ １１．７ ６３，２３６ ８．１ r １２８，３０１ ２１．２ p ６９，０６９ １４．１
６月 ２９，９１６ ０．２ ７０，５３２ ６．７ r ８０，９２９ △０．８ p ６３，３４８ ２．６
７月 ３１，８５６ △１．２ ６７，４７９ ３．９ p１０１，３６４ １０．４ p ６９，７９９ １４．６
８月 ３９，０９０ １４．８ ６６，９２０ ６．６ p１５７，５６１ ６８．３ p ７１，３０５ １５．３
９月 ２８，４６４ △１．９ ６７，１９４ △１．３ p ８７，２８６ △４．４ p ６５，８８１ ７．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．８ ４，７８４，９４２ ２．６
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４

２０１７年７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０～１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年１～３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４～６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２４５ ３．０
７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２０１ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０

２０１７年 ９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０月 １５６，７２８ ３．９ ７，５９１，６１７ ５．７ １００，６４１ ３．６ ４，７９２，８９９ ３．２
１１月 １５７，４５２ ３．６ ７，６３５，６２３ ５．３ １０１，３４９ ３．０ ４，８１１，０９５ ２．８
１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年 １月 １５７，１８３ ３．６ ７，６２０，３５７ ４．１ １０２，０８１ ３．４ ４，８４７，９５５ ２．６
２月 １５７，８５８ ３．３ ７，６３４，４１８ ４．２ １０２，５４０ ３．５ ４，８４３，２９２ ２．３
３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４月 １６０，７３４ ２．８ ７，８３３，２３３ ４．２ １０１，３９５ ２．７ ４，８８７，９６０ ２．７
５月 １６０，３７２ ２．０ ７，８４１，０２７ ４．２ １０１，１７５ ２．５ ４，８７５，６９６ ２．５
６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２４５ ３．０
７月 １５９，３８７ ２．６ ７，７２８，６０２ ２．７ １０２，１００ ２．５ ４，９０９，７２７ ２．９
８月 １６０，３１１ １．５ ７，７１３，１５１ ２．４ １０２，４９２ ２．６ ４，９１０，１３３ ３．０
９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２０１ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１２月号
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調査レポート

2018

12

No.269

●道内経済の動き

●道内企業の雇用の現状と人手不足対応等について

●外国人の雇用について

●トップに聞く⑨ タナカメディカルグループ
理事長 田中 良治 氏

●経営のアドバイス
従業員の健康にコミットする企業のブランディング
－「健康経営」のすすめ－

●経済コラム 北斗星
経団連の「就活指針」廃止を巡って
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